2016年6月7日～8日
野党「安倍政権ＶＳ市民」＝安保廃止へ政策協定【１６参院選】


「市民連合」のメンバーとメッセージを掲げる（左２人目から右へ）社民党の又市征治幹事長、民進党の岡田克也代表、共産党の志位和夫委員長、生活の党の小沢一郎代表ら野党４党の党首ら＝７日午前、東京・永田町の参院議員会館
　民進、共産、社民、生活の野党４党は７日、安全保障関連法廃止を訴える市民団体が設立した「市民連合」との間で、７月の参院選に向け政策協定を締結した。「安倍政権対野党プラス市民」の対決構図を掲げ、幅広く
政権批判票を取り込む狙いだ。協定には安保法廃止に加え、安倍晋三首相が目指す憲法改正の阻止を盛り込んだ。
　「一人ひとりの生活を大事にする。そのことが成長につながっていく」。民進党の岡田克也代表は調印式後に共同記者会見に臨み、個人の生活重視や格差是正を訴えた。大企業や富裕層が富めば中小企業や低所得層も恩恵を被るとするアベノミクスとの対立軸と位置付ける主張だ。
　協定の締結は、市民連合が提示した政策要望書に、４野党の党首らが共闘を約束して署名する形を取った。協定書には安保や憲法問題だけでなく、保育士の待遇改善や高校授業料の完全無償化、男女賃金格差の是正など、民進党が重視する「人への投資」の具体的なメニューが並んだ。　
　４野党は参院選の勝敗を分ける３２の１人区全てで候補を一本化し、自民党との事実上の一騎打ちに持ち込んだ。モデルケースとなった４月の衆院北海道５区補選で、野党統一候補は敗れはしたものの、無党派層の６～７割の支持を得たとされる。野党はこの「実績」に手応えを感じており、参院選でも市民との連携を前面に打ち出す戦略だ。
　野党一本化を主導した共産党の志位和夫委員長は共同会見で「全１人区で野党統一候補が実現したのは、市民の運動が背中を押してくれた結果だ」と謝意を表明。市民連合側の呼び掛け人の山口二郎法政大教授は「さまざまな政策課題についても市民と野党の間で確認し、共に戦っていくことが必要だ」と語り、草の根の支援を約束した。
　野党共闘を警戒する政府・自民党は、基本政策が異なる民進、共産両党の「野合」批判を徹底して対抗する構え。７日の自民党役員会でも、首相は「民進党と共産党は統一した経済政策などつくれるはずがない」とけん制した。（時事通信2016/06/07-18:44）
野党４党と市民連合、政策合意　参院選で「安保法廃止」
朝日新聞デジタル2016年6月7日13時23分

市民連合との共通政策に合意した（前列左から）ＳＥＡＬＤｓの諏訪原健さん、社民・又市征治幹事長、民進・岡田克也代表、共産・志位和夫委員長、生活・小沢一郎代表、安保関連法に反対するママの会の西郷南海子さん＝７日午前１１時２８分、東京・永田町の参院議員会館、飯塚晋一撮影
　民進、共産、社民、生活の党と山本太郎となかまたちの野党４党の党首らは７日午前、学生団体のＳＥＡＬＤｓメンバーや学者らでつくる団体「市民連合」と国会内で面会し、参院選に向けて安全保障関連法の廃止を掲げるよう要望を受け、合意した。
　野党４党が参院選１人区の３２選挙区すべてで統一候補を擁立したことを受け、市民連合の呼びかけ人の山口二郎・法政大教授らが「政策要望書」を渡した。合意された要望書では、立憲主義の回復と憲法改正阻止を掲げ、参院選での改憲勢力による３分の２議席の獲得阻止を求めた。加えて「ＴＰＰ合意に反対」や、「沖縄の民意を無視した辺野古新基地建設の中止」などを盛り込んだ。
　山口氏は「政策課題でも、市民と野党がともに戦う態勢を作ることが必要だ」と指摘。民進の岡田克也代表は「しっかり力を合わせ、頑張っていかなくてはならない」と応じた。
　市民連合は安保関連法に反対し、国会前で抗議してきた学生団体「ＳＥＡＬＤｓ」や「学者の会」「ママの会」など５団体有志が中心となって昨年１２月に結成され、参院選１人区での野党共闘を呼びかけてきた。
野党４党 　参院選で「市民連合」要望に調印
毎日新聞2016年6月7日　17時59分（最終更新　6月7日　18時48分）
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政策協定書への署名を終え、握手する（右から）ママの会の西郷南海子氏、小沢一郎生活の党共同代表、志位和夫共産党委員長、岡田克也民進党代表、又市征治社民党幹事長、ＳＥＡＬＤｓの諏訪原健氏ら＝東京都千代田区で２０１６年６月７日、藤井太郎撮影
　民進、共産、社民、生活の野党４党は７日、参院選で野党統一候補を支援する市民団体「安全保障法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合」（市民連合）と国会内で会合を開き、市民連合の政策要望書に調印した。 
　要望書は安倍政権のもとで成立した安全保障関連法の廃止や集団的自衛権の行使を容認した閣議決定の撤回などが柱。会合には民進党の岡田克也代表ら各党の党首か幹事長、市民連合の山口二郎法政大教授らが出席した。
野党４党、市民団体と協定　安保法廃止やＴＰＰ反対 
日経新聞2016/6/7 20:08
　民進、共産、社民、生活の野党４党は７日、参院選に向けて学生団体の「ＳＥＡＬＤｓ」や安保関連法に反対するママの会などのメンバーでつくる「市民連合」と政策協定を結んだ。安全保障関連法廃止や格差・貧困の解消、環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）の合意反対まで安倍政権に対抗する政策を並べた。政権に批判的な無党派の支持を広げる狙いだ。
　協定では正規・非正規雇用の均等待遇、保育士の待遇改善など４党が先の国会に出した法案で掲げた政策を盛り込んだ。給付型奨学金や高校完全無償化、選択的夫婦別姓の実現など、特に若年層や女性を意識した政策も重視している。
産経新聞2016.6.7 14:11更新 
民進党が改憲勢力確保を阻止します！！　岡田克也代表が「市民連合」に力強く誓う
　民進党や共産党など野党４党の党首は７日、参院選で野党統一候補の支援を目指す市民団体系組織「市民連合」が出した政策要望書に合意した。国会内で開かれた共同記者会見に臨んだ民進党の岡田克也代表は「憲法改悪のための３分の２の勢力確保を絶対阻止することを掲げて戦っていきたい」と共闘を訴えた。
　ただ、民進党が断念した野党各党の統一名簿構想について、実現を目指した生活の党と山本太郎となかまたちの小沢一郎代表が「他の野党が否定的じゃできない」と不満げに語る場面もあった。
　政策要望書は安全保障関連法の廃止や憲法改正阻止などを要求。また、「ＴＰＰ合意に反対」や「沖縄の民意を無視した辺野古新基地建設の中止」なども盛り込まれた。
　安全保障関連法廃止を求める学生グループ「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」の諏訪原健氏は「彼ら（政府・与党）がやりたいことは改憲だ。この動きを何としても阻止するために３分の２を改憲勢力にとらせないことに向けて動いてほしい」と野党４党に要求した。
４野党と市民連合　参院選へ政策協定　安保法廃止など柱

東京新聞　2016年6月7日 夕刊

	 政策合意の署名を終え、握手を交わす（左から）シールズの諏訪原健さん、社民党の又市幹事長、民進党の岡田代表、共産党の志位委員長、生活の党の小沢共同代表ら＝７日午前、東京・永田町で
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　民進、共産、社民、生活の野党四党は七日、参院選での野党共闘を呼び掛ける市民団体「安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合」との間で、七月の参院選に向けた政策協定を結んだ。安全保障関連法廃止や立憲主義の回復、改憲阻止などが柱。参院選での四野党の共通政策の土台となる。市民との連携を進めることで、幅広く政権批判票を取り込む狙いもある。

　「市民連合」が政策要望を提出し、四党代表が署名。米軍普天間（ふてんま）飛行場（沖縄県宜野湾（ぎのわん）市）移設に伴う名護市辺野古（へのこ）への新基地建設反対、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）合意への反対、原発に依存しない社会の実現に向けた地域分散型エネルギーの推進なども盛り込まれた。

　参院議員会館での調印式には、民進党の岡田克也代表や共産党の志位和夫委員長、社民党の又市征治幹事長、生活の党の小沢一郎代表が出席した。市民連合側からは山口二郎法政大教授らが出席した。

　署名後、民進党の岡田氏は「いよいよ参院選。しっかり力を合わせたい。国民の生活をどうやって守るか。昨年の安保法制、その前の（集団的自衛権の行使容認の）閣議決定を白紙に戻す闘いだ。憲法改悪を絶対阻止すると、正面から掲げていきたい」と述べた。

　共産党の志位氏は「三十二の一人区全てで、野党統一候補が実現した。勝つために今後、四野党と市民が本気で取り組みたい」と語った。

　市民連合は昨年十二月、五つの市民団体が母体となって結成された。五団体は、「立憲デモクラシーの会」「安全保障関連法に反対する学者の会」「安保関連法に反対するママの会」「ＳＥＡＬＤｓ（自由と民主主義のための学生緊急行動、シールズ）」「戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会」。

◆市民連合と野党　４党の政策協定

・安全保障関連法の廃止と立憲主義の回復

・改憲の阻止

・公正で持続可能な社会と経済をつくるための機会の保障

・保育士の待遇の大幅改善

・最低賃金を（時給）１０００円以上に引き上げ

・辺野古新基地建設の中止

・原発に依存しない社会の実現に向けた地域分散型エネルギーの推進

安保法廃止、脱原発依存、改憲阻止　４野党の共通政策に

　東京新聞　2016年6月8日 朝刊
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　民進、共産、社民、生活の野党四党の代表者は七日、七月の参院選に向け、市民団体「安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合」との間で、安全保障関連法廃止や改憲阻止を柱とした政策協定を締結した。野党四党の共通政策となる。経済や税制に関しても安倍政権と対照的な方針を列挙。野党四党の統一候補が自民党候補と争う三十二の一人区の争点が明確になった。

　政策協定には、安保法廃止や改憲阻止のほか、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）合意への反対、原発に依存しない社会の実現に向けた地域分散型エネルギーの推進を盛り込んだ。沖縄県の米軍普天間（ふてんま）飛行場（宜野湾（ぎのわん）市）の移設問題では、県民の反対を無視した名護市辺野古（へのこ）への新基地建設は中止を求めた。

　先の通常国会で問題になった子育て環境や安倍政権下での拡大が指摘される格差の解消策として保育士の待遇の大幅改善や高校完全無償化を明記。女性の尊厳と機会を保障するための選択的夫婦別姓の実現や、国会・地方議員を男女同数にする目標も掲げた。経済分野では、安倍政権が進める法人税減税を意識し、法人や資産に対する「公正な税制の実現」を目指すとした。

　民進党の岡田克也代表は協定署名後の共同記者会見で、参院選での獲得議席目標について「改憲勢力に三分の二（百六十二議席）の獲得を許してはいけない。最低限の数字だ」と指摘。共産党の志位和夫委員長は「与党と補完勢力を少数に追い込む大きな目標に挑戦したい」と述べた。社民党の又市征治幹事長は、改選百二十一議席の過半数（六十一議席）を野党四党で目指す考えを表明。生活の党の小沢一郎共同代表も賛同した。

　岡田氏ら四氏は国会内で開いた市民連合との調印式で政策協定に署名した。市民連合は昨年末、五つの市民団体を母体に発足。五団体は「立憲デモクラシーの会」「安全保障関連法に反対する学者の会」「安保関連法に反対するママの会」「ＳＥＡＬＤｓ（自由と民主主義のための学生緊急行動、シールズ）」「戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会」。

しんぶん赤旗2016年6月8日(水)

力合わせ参院選勝利を　４野党、市民連合「要望書」に署名　安保法廃止・改憲阻止　個人の尊厳守る

　「安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合」は７日、日本共産党、民進党、社民党、生活の党の野党４党と政策要望書を交わし、野党共闘を前進させ、参院選で自公を少数に追い込むために力をあわせることを確認しました。日本共産党の志位和夫委員長、民進党の岡田克也代表、社民党の又市征治幹事長、生活の党の小沢一郎代表が要望書に署名し、市民連合の代表らと固く手を握り合いました。

　要望書は、安保法制の廃止と立憲主義回復、改憲阻止とともに、個人の尊厳を擁護するための具体的な政策課題について提案しています。

　立憲デモクラシーの会の山口二郎・法政大学教授は「安倍政権は憲法について黙っているが、万々が一でも３分の２（の議席）を取れば当然、憲法改正を打ち出してくる。憲法を守るたたかいをともにしていく」と強調。ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）の諏訪原健さん、安保関連法に反対するママの会の西郷南海子さんが、若者や女性の立場から個人の尊厳を守るための政策要望の実現を訴えました。

　志位氏は「これからが勝負です。４野党と市民が本気で結束し、心を一つにたたかい、１足す１が２ではなく、３にも４にもなるというたたかいをやる必要があります」と強調しました。その上で、この間、確認してきた野党の「共通政策」に「市民連合」の政策要望が加わって「すべての国民の個人の尊厳を擁護する政治という太い柱が据えられた」と述べ、「この『共通政策』をしっかり掲げて、野党全体が勝利する流れをつくるためにがんばりぬく」と熱く決意を語りました。
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（写真）参院選勝利に向け手を合わせる（左から）諏訪原、又市、岡田、志位、小沢、西郷の各氏＝７日、参院議員会館


　岡田氏は「安倍さんは『アベノミクス』を問うと三番煎じでいっているが、本当の狙いは憲法の改悪。それを絶対阻止することを正面から打ち出してたたかっていきたい」と強調。又市氏は「３２の１人区を勝ち抜いていくためには（野党が）相互に支援しあうことが求められている。参院選の勝利に向け、がんばりぬく」と述べ、小沢氏は「（政策を）現実政治で実行するためには選挙に勝たなければならない。私どももできる限りの努力をしてがんばっていきたい」と決意を表明しました。

市民連合の政策要望書

　７日、市民連合と野党４党が調印した、市民連合の政策要望書の内容は次の通りです。

◇
　来る参議院選挙において、以下の政策を掲げ、その実現に努めるよう野党４党に要望します。

　I　安全保障関連法の廃止と立憲主義の回復（集団的自衛権行使容認の閣議決定の撤回を含む）を実現すること、そのための最低限の前提として、参議院において与党および改憲勢力が３分の２の議席を獲得し、憲法改正へと動くことを何としても阻止することを望みます。

　上記のIに加えて、市民連合は、個人の尊厳の擁護を実現する政治を求める市民連合として、以下のIIをすべての野党が実現するよう要望します。

　II　すべての国民の個人の尊厳を無条件で尊重し、これまでの政策的支援からこぼれおちていた若者と女性も含めて、公正で持続可能な社会と経済をつくるための機会を保障することを望みます。

　日本社会における格差は、もはや経済成長の阻害要因となっています。公正な分配・再分配や労働条件を実現し、格差や貧困を解消することこそが、生活者の購買力を高め、健全な需要を喚起し、持続可能な経済成長を可能にします。

　誰もが自由で尊厳ある暮らしを送ることができる公正で健全な社会モデルへの転換を図るために、格差のひずみがとりわけ集中してきた若者や女性に対する差別の撤廃から、真っ先に着手していく必要があります。

１．子どもや若者が、人生のスタートで「格差の壁」に直面するようでは、日本の未来は描けません。格差を解消するために、以下の政策を実現することを望みます。

　保育の質の向上と拡充、保育士の待遇の大幅改善、高校完全無償化、給付制奨学金・奨学金債務の減免、正規・非正規の均等待遇、同一価値労働同一賃金、最低賃金を１０００円以上に引き上げ、若いカップル・家族のためのセーフティネットとしての公共住宅の拡大、公職選挙法の改正（被選挙権年齢の引き下げ、市民に開かれた選挙のための抜本的見直し）

２．女性が、個人としてリスペクト（尊重）される。いまどき当たり前だと思います。女性の尊厳と機会を保障するために、以下の政策を実現することを望みます。

　女性に対する雇用差別の撤廃、男女賃金格差の是正、選択的夫婦別姓の実現、国と地方議会における議員の男女同数を目指すこと、包括的な性暴力禁止法と性暴力被害者支援法の制定

３．特権的な富裕層のためのマネーゲームではダメ、社会基盤が守られてこそ持続的な経済成長は可能になります。そのために、以下の政策を実現することを望みます。

　貧困の解消、累進所得税、法人課税、資産課税のバランスの回復による公正な税制の実現（タックスヘイブン対策を含む）、ＴＰＰ合意に反対、被災地復興支援、沖縄の民意を無視した辺野古新基地建設の中止、原発に依存しない社会の実現へ向けた地域分散型エネルギーの推進
しんぶん赤旗2016年6月8日(水)

４野党代表との質疑応答　（要旨）

　７日の記者会見で行われた４野党代表との質疑応答（要旨）は以下の通りです。

　　――志位委員長にお聞きします。最初に提案された「国民連合政府」といまの市民連合の提案との相違点は。まったく同じなのでしょうか。

　日本共産党・志位和夫委員長　私たちが提案した「国民連合政府」という構想は、「戦争法（安保法制）の廃止と立憲主義の回復」の一点にしぼった特命政権をつくろうではないかという提唱です。それ以外の政策課題については、できるだけ一致を広げる努力を行いつつ、一致できないものは横に置く。そういう暫定的な政権ですが、（戦争法廃止と立憲主義回復を）実行するうえでは政権が必要ではないかと提案しました。

　ただ、政権の問題は野党間で合意になっておりません。ですから、参議院選挙をたたかうさいに、私たちとしては（野党連合）政権の必要性は訴えていきますが、野党共闘としては、その問題は横に置いてでも、まず政策的な内容で一致してたたかっていくことが大事だと考えております。

　　――沖縄の辺野古（新基地問題）について岡田さんは、民進党の政策としてどのようにとりくまれていくか。志位さんは、ＴＰＰと辺野古の問題を並べて語ってくださったが、野党の共通政策となるにあたって辺野古問題の合意にいたる距離感、温度感は。

　民進党・岡田克也代表　辺野古の問題は、私たちはいまの政権が沖縄県民と向き合っていない、沖縄県と向き合っていない、もっとしっかりと信頼関係をつくって話ができる状況をまずつくる。それまで強引に進めていくということに対しては反対していくということです。

　志位　いま岡田代表から言われましたが、米軍再編に対する考え方、あるいは在日米軍基地に対する考え方、これは（両党に）違いがあると思います。しかし、沖縄県民の民意を無視した辺野古新基地の押しつけに反対するという点では、岡田代表の発言をうかがっても、野党４党は一致できるのではないか。そして今日の「市民連合」の要望書のなかにもそれは明記されておりまして、「沖縄の民意を無視した辺野古新基地建設の中止」ということが書いてあります。ここで反対をするという点では一致してたたかえるのではないかと考えております。

　沖縄県議選の結果、翁長与党が２７議席に躍進し、県民の民意がはっきり示されました。またも米元海兵隊員によってああいう残酷な犯罪が行われるなかで、全基地撤去という方向にいま沖縄では世論が動いていると思います。辺野古新基地は、私たちとしては絶対に許してはならないということを言っておりますが、野党４党としても、いまのべた一致点でがんばれるのではないかと思います。

　　――改憲勢力の「３分の２議席の獲得阻止」が４党共通の議席数の目標となるのか。

　岡田　「改憲勢力で３分の２」というのは安倍総理がいわれたことなんですね。前回の参院選挙を考えると、そういうことはありうる話です。しかし、それは絶対に許してはいけない。目標ではありません。私にとっては、これは最低限の数字だと考えています。

　志位　「改憲勢力で３分の２」を許さないというのは当然ですけれども、野党４党としては、２月１９日、当時は５党の野党党首会談において、「国政選挙で現与党およびその補完勢力を少数に追い込む」ということを確認しています。ですから、今度の参議院選挙でも、現与党と補完勢力を少数に追い込むという大きな目標にチャレンジしたいと、私たちとしては考えています。

　社民党・又市征治幹事長　（４野党の）幹事長・書記局長の間では、（参院の）改選１２１の過半数以上をなんとしてもめざそうということがこれまで合意をしてきた。それが最低限の目標ではないかと思います。

　生活の党・小沢一郎代表　今お話のあった通り選挙の目標は常に過半数、野党でもって過半数とることを目標にするということだと思います。

しんぶん赤旗2016年6月8日(水)

要望書署名　市民と野党本気の結束　志位委員長の決意表明

　日本共産党の志位和夫委員長が７日、「市民連合」の「要望書」に署名した直後の記者会見でおこなった決意表明は以下のとおりです。
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（写真）志位和夫委員長


　日本共産党の志位和夫でございます。本日、「市民連合」のみなさんから寄せられた要望書をしっかり受け止めて、ともに力をあわせて、たたかっていく決意を申し上げたいと思います。

１足す１が３にも４にもなるたたかいを

　この間、全国３２の１人区のすべてで野党統一候補が実現いたしました。これは、「市民連合｣のみなさん､市民と国民のみなさんの運動が、私たちの背中を押していただいた結果だと思っております。

　ただ、これからが勝負でありまして、勝つためには、４野党と市民が本気で結束して、心を一つにして、１足す１が２ではなくて、３にも４にもなる、こういうたたかいをやる必要があると考えております。

共通政策を豊かに

　そして、もう一つの勝利のカギは、「共通政策」を豊かにしていくというところにあると思います。

　この間、野党５党（当時）としては、２月１９日の党首会談で、「安保法制の廃止と集団的自衛権行使容認の閣議決定の撤回」ということをまず確認いたしました。

　さらに、安倍内閣不信任案を提出するさいの６月１日の４野党党首会談で、不信任案の提案理由説明のなかに三つの内容を盛り込みました。

　一つは､｢アベノミクスによる国民生活の破壊、格差と貧困を是正する｣ということです｡

　二つは、「ＴＰＰ（環太平洋連携協定）や沖縄（米軍辺野古新基地建設）など、国民の声に耳を傾けない強権政治に反対する」ということです。

　そして三つ目は、「安倍政権のもとでの憲法改悪に反対する」ということです。

　こうして、安保法制､｢アベノミクス｣､強権政治、憲法という四つの柱が｢共同政策｣として確認されました。

　それにくわえて、この間､4野党として､１５本の議員立法を共同提案という形で提出しました。ここには､介護､保育､子どもの貧困､労働時間規制､被災者支援､男女平等、ＬＧＢＴなど、さまざまな内容が含まれています。４野党として、これらを「共同政策」とすることを確認しました。

　さらに、そこに、今日、「市民連合」のみなさんからいただいた要望書の内容が加わり、「すべての国民の個人の尊厳を擁護する政治」という太い柱が据えられたと思います。

野党全体の勝利の流れに

　これらを「共通政策」としてしっかり掲げて、必ず１人区のすべてで勝利する。比例区や複数区では野党が競い合って、自公と補完勢力を少数に追い込んでいく。野党全体が勝利する、そういう流れをつくっていくために、がんばりぬくことをお約束して発言を終わります。ありがとうございました。（拍手)

野党４党と市民連合 安保法廃止など目標に連携
NHK6月7日 16時06分
民進党や共産党など野党４党と、安全保障関連法に反対する団体、市民連合が会合を開き、来月の参議院選挙では、安全保障関連法の廃止や格差の解消に向けた政策の実現を共通の目標に掲げ、連携して訴えていくことで合意しました。
国会内で開かれた会合には、民進党、共産党、社民党、生活の党の野党４党の幹部と、安全保障関連法に反対するグループ、ＳＥＡＬＤｓなどが発足させた市民連合のメンバーが出席しました。
この中で市民連合は、安倍政権と対じする立場から、来月の参議院選挙では安全保障関連法の廃止や改憲勢力の３分の２の議席確保の阻止、それに、格差を解消するため、保育士の待遇を大幅に改善することや、最低賃金を時給１０００円以上に引き上げることなどを訴えるよう要望しました。
これに対し、野党４党も市民連合の要望を受け入れ、参議院選挙でこうした事を共通の目標に掲げ、連携して訴えていくことで合意しました。
合意を受けて民進党の岡田代表は、「安倍総理大臣はアベノミクスを問うと言っているが、本当のねらいは憲法の改悪で、そのために３分の２の議席を確保するということだ。絶対に阻止すると正面から訴えて戦っていきたい」と述べました。
また、共産党の志位委員長は、「改憲勢力に３分の２の議席を許さないのは当然だが、野党４党の党首会談で、与党とその補完勢力を少数に追い込むと確認しているので、参議院選挙でもその目標にチャレンジしていく」と述べました。
野党４党と市民連合、安保関連法の廃止・改憲阻止で合意
TBS系（JNN） 6月7日(火)18時24分配信
　民進党や共産党など野党４党の代表らは、学生団体のＳＥＡＬＤｓメンバーや学者らでつくる「市民連合」と会談し、安保関連法の廃止や憲法改正の阻止などで政策協定を結びました。

　「本当の狙いは憲法の改悪。そのための３分の２の確保ということである。それを絶対に阻止する、そのことを正面から掲げて戦っていきたいと思う」（民進党 岡田克也代表）

　市民団体と野党が一致して安倍政権と対決する構図をつくり、政権への批判票を取り込みたい考えです。

　ただ、目標議席について生活の党の小沢代表と社民党の又市幹事長が「過半数」と明言したのに対し、民進党の岡田代表は「改憲勢力による３分の２の議席獲得阻止が最低限の数字」と述べるにとどまりました。（07日14:57）
民進 　岡田氏「参院選で改憲勢力３分の２阻止は最低限」
毎日新聞2016年6月7日　18時01分（最終更新　6月7日　19時52分）
　民進党の岡田克也代表は７日、参院選で改憲勢力による３分の２以上の議席確保の阻止について「目標ではない。私にとって最低限の数字だ」と述べた。これまで勝敗ラインについては明言を避けてきたが、改憲勢力に３分の２を許せば野党第１党の党首として責任論は避けられないため、事実上の勝敗ラインとして言及した。 
　国会内で４野党党首らとの共同記者会見で語った。改憲勢力の与党とおおさか維新、日本のこころを大切にする党による３分の２以上の議席を阻止するには、民進、共産、社民、生活などの非改憲勢力が４４議席以上を確保する必要がある。２０１０年参院選で民主党（当時）は４４議席を獲得したが、自民党が大勝した１３年は民主（同）、共産、社民、生活の４党で計２６議席だった。 
　民進党は参院選の政治活動用ポスターのキャッチフレーズを「まず、２／３をとらせないこと。」「国民と進む。」の２種類に決めた。近く発表する。【朝日弘行】 
産経新聞2016.6.6 17:34更新 
「『自公対民共』は正しい」　共産・小池晃書記局長が安倍首相に賛同　煮え切らぬ民進党の退路断った？

共産党の小池晃書記局長（水内茂幸撮影） 
　共産党の小池晃書記局長は６日の記者会見で、参院選の構図に関して、安倍晋三首相が同日の政府与党連絡会議で「自公対民共」との見方を示したことに賛同した。「正確な見方だ。そういう構図を浸透させて必ず勝ち抜きたい」と強調した。民進党内では「共産党とは政権をともにしない」（岡田克也代表）との主張があるが、参院選で共闘関係にありながら、どこか煮え切らない態度の民進党の“退路”を断った形だ。
　また、報道各社の世論調査で共産党の支持率が堅調な一方、民進党が低迷している現状については「肩を並べて支持率を伸ばせるように頑張りたい」と述べ、仲間として“手助け”に意欲を示した。
「民共は統一政策つくれず」＝首相、野党共闘をけん制
　安倍晋三首相は７日の自民党役員会で、７月の参院選について「最大の争点は経済政策だ」と強調した上で、「今の野党にアベノミクスに代わる対案はあるのか。民進党と、共産主義を掲げる共産党は、統一した経済政策などつくれるはずがない」と述べ、野党共闘をけん制した。
　首相は、野党が「アベノミクスは失敗」と批判していることに対し、雇用統計の数値改善などを挙げて「道半ばだが、アベノミクスは確実に結果を出している」と反論。「この流れを絶対止めてはならない。（民主党政権の）４年前の混迷した時代に後戻りさせてはならない」と訴えた。　
　首相発言は、谷垣禎一幹事長が役員会後の記者会見で紹介した。（時事通信2016/06/07-12:04）
首相 「アベノミクス加速へ改選過半数獲得目指す」
NHK6月7日 13時26分
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安倍総理大臣は自民党の役員会で、安倍政権の経済政策・アベノミクスは成果を出しており、さらに加速させたいとして、参議院選挙で自民・公明両党で改選議席の過半数の獲得を目指す考えを重ねて示しました。
この中で安倍総理大臣は、アベノミクスについて「野党はこぞって失敗したと批判ばかり繰り返しているが、確実に結果を出していることは間違いない。今の野党にアベノミクスに代わる対案などはなく、民進党と共産主義を掲げる共産党が統一した経済政策など作れるはずがない」と指摘しました。
　そのうえで安倍総理大臣は、「来月投票が行われる参議院選挙は、前進か後退かを問う選挙だ。アベノミクスによって日本は今、確実に前進しており、この流れを絶対に止めてはならない。４年前の混迷した時代に後戻りさせてはならず、この３年半の実績を正々堂々と訴え、党一丸となって必ず勝利をつかみ取ろう」と述べ、アベノミクスを加速させるため、参議院選挙で自民・公明両党で改選議席の過半数の獲得を目指す考えを重ねて示しました。
民進党は無責任＝塩崎厚労相
　塩崎恭久厚生労働相は７日の閣議後の記者会見で、消費税増税の再延期に関連し、「民進党の岡田克也代表は赤字国債を財源に、社会保障の充実を行うと言っている。子どもの財布から了解なしに抜き取るような話で、子どもたちに対して最も無責任なことをやろうとしている」と批判した。（時事通信2016/06/07-11:58）
谷垣自民幹事長、改憲で合区解消目指す＝参院選「東日本で厳しい」【１６参院選】


自民党全国幹事長会議であいさつする谷垣禎一幹事長（中央）。同左は安倍晋三首相＝７日午後、東京・永田町の同党本部
　自民党は７日、全国幹事長会議を党本部で開いた。７月の参院選で初めて導入される「鳥取・島根」「徳島・高知」の合区をめぐり、対象の県連が合区の解消を求めたのに対し、谷垣禎一幹事長は憲法改正によって解消実現を目指す考えを示した。
　同党は参院選公約でも、改憲を通じて合区をなくす方針を示している。谷垣氏は席上、「各県に一人ずつ参院議員が必要だという声を上げ、世論に押してもらう形で憲法改正に向けた取り組みをしていきたい」と述べた。
　また、出席者からは環太平洋連携協定（ＴＰＰ）について「農家に対する説明は浸透していない」（山形県連）などと懸念する声が出た。谷垣氏は、総じて東日本で参院選の情勢が厳しいとの認識を示すとともに、「農業関連団体と粘り強く交渉し、巻き返しを図る」と強調した。　（時事通信2016/06/07-17:59）
自民、不満封印しアベノミクス前面＝野党は格差解消に焦点【１６参院選】


自民党全国幹事長会議であいさつする安倍晋三首相（中央）。同右は谷垣禎一幹事長＝７日午後、東京・永田町の同党本部
　　７月の参院選は、安倍晋三首相（自民党総裁）が「確実に結果を出している」とする経済政策「アベノミクス」の是非が争点となる。都市部と地方の格差拡大などを指摘する声はあるものの、自民党は不満を封印し、首相の路線継続を前面に打ち出す。一方、民進党など野党は「失敗だ」として政策転換を迫っている。
　「是非というか、『是』と思っている。これを力強く前向きに進めていくということだ」。参院選に向けて自民党が７日に開いた全国幹事長会議の後、高知県連の桑名龍吾幹事長はアベノミクスの是非について記者団に問われ、こう言い切った。
　幹事長会議で首相は、「争点は、私たちが進めてきたアベノミクスを前に進めていくのか、やめてしまうのか。前進か後退か。それを決める選挙戦だ」と訴えた。同党は参院選公約に、「有効求人倍率が史上初めて４７都道府県全てで１倍を超えた」など、政権の実績を示したデータも記載。各県連に対して執行部は、こうした数字も示しながら支持拡大を図るよう要請した。
　地方では賃金上昇のペースが都市部に比べて鈍いなど、アベノミクスの恩恵が届いていないとの指摘もあるが、幹事長会議では各県連からの異論や反論はなかった。３２ある１人区で候補者を一本化した野党陣営とぶつかる自民党としては、アベノミクスの旗印の下、結束を優先させた形だ。
　一方、民進党など野党各党はアベノミクスが地方を疲弊させているとして、「失政」批判を繰り広げる。民進、共産など野党４党は７日、市民団体などと結んだ政策協定に、「格差や貧困問題を解消する」と盛り込み、政権との違いをアピールした。
　民進党の岡田克也代表は同日の記者会見で、「国民の生活をどう守るか。格差を是正し、人に投資し、そのことが成長につながる。対立軸をつくりたい」と意気込んだ。成長重視の安倍政権に対して野党側は、「公正な分配・再分配や労働条件を実現」することに焦点を当てる。地方経済をめぐる論戦は、１人区の勝敗に大きな影響を与えそうだ。　（2016/06/07-18:34）
産経新聞2016.6.8 05:00更新 
【参院選２０１６】与野党、公示へ攻防激化　安倍首相「絶対負けられぬ」　民進・岡田克也代表「憲法改悪阻止」
　７月１０日投開票の参院選の公示が２２日に迫り、与野党の攻防が激しくなっている。自民党は７日、全国幹事長会議を開いて「結束」を確認。対する民進、共産、社民、生活の野党４党は市民団体と「共闘」を演出した。それぞれが支持拡大に向けて動き出した。（豊田真由美、内藤慎二）
　「アベノミクスを前に進めるのか、止めてしまうのかを決める選挙戦だ。絶対負けるわけにはいかない」
　安倍晋三首相（自民党総裁）は７日、党本部で開かれた全国幹事長会議で、参院選の勝利に向け、結束を呼びかけた。消費税率１０％への引き上げを２年半延期した首相の判断に批判は出なかったが、予定していた社会保障充実策などについては、丁寧な説明を求める声もあがった。
　首相は会議で、共産党と連携を強める民進党について「私たちの政策を批判するが、代替策を示したことは一度もない。共産党と一緒になってどんな経済政策を示すのか」と批判を強めた。会議で配布された参院選の政策ビラには「この道を。力強く、前へ。」とのキャッチフレーズが盛り込まれ、政権批判に明け暮れる“民共勢力”と対峙する姿勢をさらに鮮明にした。
　谷垣禎一幹事長は、首相が触れなかった増税先送りに言及し、「安心された向きもあるが、心配されている向きもある」と指摘。アベノミクスの推進や社会保障の充実、地方創生などを通じ、「不安を必ず乗り越えると国民に訴えなければならない」と強調した。稲田朋美政調会長も「社会保障の充実策は、赤字国債ではない財源を確保し、優先順位を決めてやっていく」と説明したが、一部の出席者からは子育て支援などの財源に穴があきかねないと懸念する声も出た。
　一方、苦戦が目立つ農業県の改選１人区からは「環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）への批判が強く、農業団体などからの推薦が来ない」（山形）として、重点的な支援を求める訴えが続出。今回の選挙から初導入される合区対象県からは「合区解消に向けた動きをしてもらいたい」（鳥取）と苦言も出た。
　会議後、出席者からは増税先送りについて「環境を整えてから増税に向かうという党の姿勢を訴えれば、必ず理解を得られる」（静岡）などと首相の判断を容認する意見が相次いだ。
　また、自民党は７日、参院選東京選挙区（改選数６）の２人目の公認候補として北京、ロンドン両五輪に出場した元ビーチバレー選手の朝日健太郎氏（４０）の擁立を発表した。
　　　　　◇
　野党４党の党首らは７日、「野党統一候補」を支援する市民団体で構成する「市民連合」が出した安全保障関連法廃止などの政策要望の合意で共闘をアピールした。だが、個別の政策ではばらつきも目立つ。
　野党４党は３２の１人区全てで候補を一本化した。一本化を求めてきた市民連合の呼びかけ人の山口二郎法政大教授は「市民の運動が野党の背中を押した」と自画自賛。学生グループ「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」の諏訪原健氏は「（憲法改正の発議に必要な）３分の２を改憲勢力にとらせないことに向け動いてほしい」と求めた。
　共同記者会見に臨んだ民進党の岡田克也代表は「憲法改悪のための３分の２の勢力確保を絶対阻止することを掲げて戦いたい」と応じ、共産党の志位和夫委員長も「勝つためには４野党と市民が本気で結束することが必要だ」と訴えた。
　合意した政策には「ＴＰＰ合意に反対」「沖縄の民意を無視した辺野古新基地建設の中止」も含まれた。ただ、ＴＰＰと米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古への移設は旧民主党政権が推進。民進党が作成中の公約案は「今回のＴＰＰ合意に反対」と限定的で沖縄の基地問題には触れていない。それでも志位氏はツイッターで「野党共闘の『共通政策』」と宣伝。一方、民進党の長島昭久元防衛副大臣はツイッターで「安保法制で戦争になるという話は、かなりヴァーチャルなものだ」と立場の違いを強調した。
　政策以外のほころびも見えた。比例代表を野党間の統一名簿方式で戦うことを目指した生活の党と山本太郎となかまたちの小沢一郎代表は会見で「他の野党が否定的じゃ、できない」と不満げに語り、統一名簿方式を断念した民進党を当てこする場面もあった。
自民幹事長会議 　参院選「アベノミクス前進か、止めるか」
毎日新聞2016年6月7日　19時35分（最終更新　6月7日　20時03分）
結束して支持拡大に取り組むことを確認 
　自民党は７日、全国幹事長会議を党本部で開き、参院選に向けて結束して支持拡大に取り組むことを確認した。安倍晋三首相は冒頭、参院選の争点について「経済政策『アベノミクス』を前に進めるか、止めるかを決める選挙戦だ」と述べ、デフレ脱却に向けて経済政策を加速する意向を強調した。 
　首相は「ここまで進んできた道を後戻りしていいわけがない」とも述べ、有効求人倍率の改善などの成果を挙げたうえで、民進党について「政策の代替案を示していない」と批判した。 
　会議では稲田朋美政調会長が党の選挙公約や消費増税の２年半再延期を説明し、社会保障の充実策への影響について「赤字国債ではなく、しっかり財源を確保して優先順位を決めながらやっていく」と理解を求めた。 
　ただ、山形県連は環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ）の影響で、県の農協政治連盟（農政連）の推薦を得られなかったことを挙げ、「農家への説明がまだ浸透していない」として、農業対策の充実を求めた。 
　また、今回の参院選から、都道府県ごとの選挙区を統合する「合区」が導入されることを踏まえ、対象となる県連からは「合区解消に向けた動きをしてもらいたい」との要望も出された。【高橋恵子】 
自民・全国幹事長会議、首相「争点は経済政策」改めて強調
TBS系（JNN） 6月7日(火)18時24分配信
　来月の参議院選挙を控え事実上の選挙戦モードとなる中、安倍総理大臣は自民党の地方組織の幹事長らが出席する会議で、選挙の争点は「経済政策」だと改めて強調しました。
　「この参議院選挙の争点は、まさに私たちが進めてきた経済政策。アベノミクスを前に進めていくのか、それをやめてしまうのか、前進か後退か、それを決める選挙戦であります。まだ道半ばだからと言って、やっとここまで進んできた道を後戻りして良い訳はない」（安倍晋三 首相）
　また谷垣幹事長は、アメリカのオバマ大統領の広島訪問などが国民に評価されたことにより、「比較的高い支持率で選挙戦に臨めることになった」としながらも、「決して油断してはいけない」と引き締めました。
　出席者によると、会議では今回の参議院選挙で導入される隣り合う徳島・高知と島根・鳥取の選挙区を１つにする「合区」について、「民意が反映されない。法律や憲法改正で是正すべきだ」との指摘があり、執行部側からも「過疎化していく山間部から国会議員がいなくなることは危機的」との考えも示されたということです。（07日17:22）
安倍首相、野党共闘批判「民共は統一した経済政策作れない」
フジテレビ系（FNN） 6月7日(火)19時32分配信
7月の参議院選挙に向け、野党共闘を批判した。
安倍首相は、「民進党は、わたしたちの政策は批判しますが、彼らは、共産党と一緒になって、どんな経済政策を示そうとしているんでしょうか。彼らは、それを示したことはありません」と述べた。
　安倍首相は、7日の自民党全国幹事長会議で、「民進党は、共産党と安全保障法制を廃止しようとしている。わたしたちには、国民の命と幸せな暮らしを守る責任があり、この選挙に絶対に負けるわけにはいかない」と訴えた。
　これに先立つ自民党役員会では、「今の野党に、アベノミクスに代わる対案などあるのか。民進党と、共産主義を掲げる共産党は、統一した経済政策など作れるはずがない」と批判した。
首相 参院選でアベノミクスの是非を争点に
NHK6月7日 16時51分
安倍総理大臣は自民党の全国幹事長会議で、消費税率引き上げの再延期に理解を求めたうえで、参議院選挙では、安倍政権の経済政策・アベノミクスの是非を争点に位置づけて勝利を目指す考えを重ねて示しました。
この中で安倍総理大臣は、消費税率引き上げの再延期について、「Ｇ７伊勢志摩サミットでは、新興国経済にかげりがみられるなかで、Ｇ７がしっかり世界経済をけん引しなければならないという認識で一致した。だからこそ、アベノミクスをギアアップして吹かし、デフレ脱却に向けて速度を上げていかなければならないということで判断した」と述べ、理解を求めました。
　そのうえで、安倍総理大臣は、来月投票が行われる参議院選挙について、「アベノミクスを前に進めていくのか、やめてしまうのかを決める選挙戦だ。アベノミクスは道半ばだが、やっとここまで進んできた道を後戻りしていいわけはない。後戻りすれば混乱の４年前に戻ってしまう」と述べ、アベノミクスの是非を争点に位置づけて勝利を目指す考えを重ねて示しました。
　さらに安倍総理大臣は、「民進党は、共産党とともに『平和安全法制』を廃止しようとしており、日本をしっかりと守っている日米同盟を危うくする挑戦だ。国民の命と幸せな暮らしを守る責任を果たしていくためにも、この選挙で絶対に負けるわけにはいかない」と述べ、党の結束を呼びかけました。
しんぶん赤旗2016年6月8日(水)

国民欺き暴走加速　自民党参院選公約

　自民党が３日に出した参院選の選挙公約は、憲法を踏みにじる安保法制＝戦争法の強行や、深刻な貧困・格差をもたらした「アベノミクス」に何ら反省を示さず、国民をあざむいて暴走政治をいっそう推進するものとなっています。

戦争法強行　反省ない

　参院選公約で、安倍晋三首相は、戦争法の成立によって「（日米）同盟の絆は一層深まっています」と述べ、米国の起こす戦争に日本の自衛隊が参戦する危険をごまかし、戦争法に反対する声には「この日米の絆を壊すような無責任な試みを、絶対に許す訳にはいきません」と敵意をむき出しにしています。

　「アベノミクス」については「企業収益　過去最高」「今世紀最高水準の賃上げ」といった成果を強調する数字を列挙。大企業と富裕層は大もうけしたものの、実質賃金は５年連続マイナス、国内総生産（ＧＤＰ）の６割を占める個人消費が戦後初めて２年連続マイナスとなったことにはまったくふれず「アベノミクスは確実に『結果』を生み出しています｣｢アベノミクスのエンジンを最大限にふかす｣とし反省がありません｡

アベノミクス　実感ない

　しかし、与党内からも「家計の実感が伴わないのが問題というのは、その通りだ」（公明・西田実仁参院幹事長、５日放送のＮＨＫ番組）と認めざるを得ない声が出ているとおり、国民の実感がないのが現実です。共同通信が１～２日に実施した世論調査では、「アベノミクス」について「見直すべきだ｣(４６･5%)と「完全に方向転換すべきだ｣(１１･5%)をあわせて６割近くにのぼっています。

　しかし、安倍首相は消費税率１０％への引き上げが「内需を腰折れさせかねない」と認めながら、選挙公約では２０１９年１０月に消費税１０％増税の強行を明記。「アベノミクスのエンジンをもう一度力強く回し」、「『経済のパイ』を拡大することが不可欠」と、破たんした路線に固執しています。

憲法改定　とんでもない

　安倍首相は憲法改定について｢在任中に成し遂げたい｣と執念を燃やし､｢自民党改憲案｣を｢当然､来るべき選挙にいても､お示しをしていくことになる｣と述べ､明文改憲に踏み込む姿勢をあらわにしてきました｡ところが､選挙公約では｢憲法改正｣を多項目にわたる政策資料編の末尾に入れて､目立たないようにしつつ､｢憲法審査会における議論を進め､各党との連携を図り｣､｢憲法改正を目指します｣と明記しています｡

　これまでも安倍政権は､選挙戦を｢アベノミクス｣一本でたたかい､多数を得ると､正面から問わなかった集団的自衛権の行使容認の｢閣議決定｣や戦争法を強行してきました｡

　今回の参院選でも｢最大の争点はアベノミクスを前に進めるのか､後戻りさせるのか｣と述べ､｢アベノミクス｣一本を押し出しており､国民をあざむいて多数を得れば改憲に突き進むという魂胆が見えています｡

　国民に目立たないようにされた政策資料編では、戦争法について「ＰＫＯ（国連平和維持活動）や海賊対策、後方支援等を通じて、国際社会の平和と安定の確保に積極的に貢献」などとし、「戦争する国づくり」に突き進もうとしています。さらに、農産物の重要品目を守るなどとした「国会決議」に反して環太平洋連携協定（ＴＰＰ）に署名しておきながら、「農業など守るべきものは守りつつ」とうそぶき、ＴＰＰを押し付けようとしています。「オール沖縄」が断固反対を貫く沖縄・辺野古米軍新基地建設でも「推進する」と明記し、「原発の再稼働を進めます」などと民意を踏みにじる強権姿勢をむき出しにしています。

（中川亮)

参院選へ結束や共闘訴え　安倍首相や民進・岡田氏

共同通信2016/6/7 12:16

　与野党は7日、参院選に向けて安倍晋三首相（自民党総裁）や民進党の岡田克也代表らが会合で結束や共闘を呼び掛けた。

　首相は自民党役員会で経済政策「アベノミクス」について「道半ばだが、確実に結果を出している。今の野党にアベノミクスに代わる対案などあるのか」と述べた。岡田氏は共産、社民、生活の野党党首らも出席した会合で「安全保障関連法を白紙に戻し、憲法9条改悪を阻止するための戦いだ」と訴えた。

「１８歳から支持」へ動く各党　ネットや漫画パンフ、交流イベントでアピール

東京新聞　2016年6月8日 朝刊
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　七月の参院選で新たに選挙権を得る十八、十九歳の支持を獲得しようと、与野党が知恵を絞っている。インターネットやパンフレット、交流イベントを通じて政治参加を呼びかけ、約二百四十万人の新たな有権者にアピールしている。　（木谷孝洋）

　自民党は若者向けパンフレット「国に届け」を発表した。初めて投票する高校生を描いた漫画と、十七～二十歳の若者が、小泉進次郎衆院議員らと意見交換する座談会の二部構成だ。自民党の政策には触れず、政治や選挙に関心を持ってもらうことに主眼を置いた。六万部を各都道府県連を通じて配布する。

　若い支持者の組織化にも力を入れる。各都道府県連で「学生部」の設置を進め、五月には十年ぶりの全国大会を党本部で開いた。

　公明党は、若者の声を政策に取り入れることで支持を得る作戦だ。一月から十八～三十歳を対象にした意識調査「ボイスアクション」を街頭とインターネットで実施。実現要望が多かった「最低賃金千円の実現」と「不妊治療の公費助成」を、参院選の重点政策に反映させた。

　野党も若者との交流に力を入れる。民進党は十代を対象にした交流イベント「民進党ハイスクール」を東京都内などで定期的に開いている。アイドル好きで知られる枝野幸男幹事長がモデルやタレントと対話しながら、政治の仕組みや民進党の主張などを紹介している。

　共産党はインターネットを使った情報発信に力を入れる。理屈っぽいイメージを払拭（ふっしょく）するため、党ホームページに若者向けの特設サイトを設け、安全保障関連法の廃止や原発ゼロなどの政策をイラストを多用して説明。ツイッターでも党のゆるキャラを活用し、活動や主張を発信している。

　おおさか維新の会は、国会議員と学生らが議論する「学生マニフェスト会議」を東京や大阪で開催。今月三日に発表した参院選公約に、被選挙権の十八歳までの引き下げやネット投票の導入を盛り込んだ。
リムパック 　海自が参加へ　安保関連法反映演習は見送りに
毎日新聞2016年6月7日　19時23分（最終更新　6月7日　19時23分）
　海上自衛隊は７日、米海軍主催でハワイ周辺海域などで実施する環太平洋合同演習（リムパック、今月３０日〜８月４日）に参加すると発表した。防衛省関係者によると、海自は安全保障関連法を反映した演習にも参加する方向で調整していたが、今回は「準備が十分できない」として見送った。 
　リムパックは隔年で開催される世界最大規模の海上演習で、米中など過去最多の２７カ国が参加。海自はイージス艦やヘリ搭載型護衛艦などを派遣する。海自は多国間の枠組みでは人道支援・災害救援の演習に参加するが、集団的自衛権の行使にあたる状況の演習には参加しない。 
　陸上自衛隊も初参加した前回に続き、米軍と共同で上陸訓練を行う。【町田徳丈】 
蔑視研修、在沖米海兵隊が事実認める　「大幅改定済み」
沖縄タイムス2016年6月8日 05:04 
　沖縄の世論を「感情的」などと蔑視する内容を新任研修で教えていた在沖米海兵隊は、報道されたスライドについて「２０１４年以前に使われた物と思われる」と事実関係を認めた。その上で、「カリキュラムは１５年１月に大幅改定されている」と釈明した。本紙の取材に答えた。 
　海兵隊によると、研修は沖縄に赴任する海兵隊員毎年約６千人が受講する。毎週、小人数グループを対象に開かれているという。 
　研修に使うスライドは沖縄世論を「責任転嫁」「二重基準」などと批判していた。海兵隊の公式見解なのか尋ねたのに対しては、「資料が使われた文脈を見ずに、文書だけから結論を導くのは不適切だ」と、明言を避けた。 
　その上で、「今後も絶えず研修内容を見直し、沖縄のリーダーや文化の専門家からの提案に耳を傾ける」と強調した。
沖縄の全市町村議会で抗議決議へ　遺体遺棄事件
沖縄タイムス2016年6月8日 05:03 
　元海兵隊員の米軍属による女性遺体遺棄事件を受け、７日までに沖縄県議会と３５市町村の議会が抗議や意見書を可決した。残る６町村も今月中に決議する予定で、県議会と県内の４１市町村の全議会が事件に対する抗議決議や可決する見通しになった。沖縄タイムスのまとめで分かった。県議会と全市町村議会が同じ案件で抗議決議すれば、２０１２年のオスプレイ配備反対以来、４年ぶりとなる。 
　今回の事件を巡っては、県市長会、県市議会議長会、県町村会、県町村議会議長会の行政・議会４団体もすでに抗議決議し、抗議行動などをしている。 
　一連の決議は５月２０日の石垣市議会を皮切りに、全県に広がった。５月中に２７議会が決議し、６月も県議選の投開票を挟んで８議会が可決した。 



４１市町村の抗議決議動向
　まだ決議していないのは渡嘉敷、座間味、南大東、多良間、竹富、与那国の６町村だが、いずれも今月中に開く６月定例会で審議され、可決される見通しとなっている。 
　これまでに抗議決議したほとんどの議会が、綱紀粛正や再発防止策の策定に加えて「日米地位協定の抜本的な見直し」を盛り込んでいる。また、大半が米軍基地の整理・縮小や海兵隊の削減、辺野古新基地建設の断念など、基地負担の軽減を訴えている。 
　中城村議会は地位協定の見直しだけでは根本的な解決にならないと判断し、決議文に地位協定を入れる代わりに「全基地閉鎖撤去」を決議した。 
　北中城村議会も全基地撤去を要求し、西原町議会は海兵隊の大幅削減を盛り込んでいる。 
　軍属の事件を巡っては、県議会与党や経済界、市民団体でつくる「オール沖縄会議」が、今月１９日に那覇市で数万人規模の県民大会を開くことも決まっている。
「海兵隊撤退」県民大会で要求へ　準備会合で決定
朝日新聞デジタル岡田玄2016年6月7日15時06分
　沖縄県うるま市の女性の死体遺棄容疑事件を受け、抗議の意思を示すために開かれる県民大会の要求が「在沖米海兵隊の撤退」に決まった。翁長雄志知事を支持するグループが６日、那覇市内で準備会合を開いて決めた。数万人規模の参加を目指し、これから広く賛同を呼びかけるという。
　日程は１９日午後２時からで、場所は那覇市内の奥武山陸上競技場がメイン会場。翁長氏を支持する労組や企業などでつくるグループが主催し、自民など県内の政党にも参加を呼びかけるという。
　県議会は５月２６日、「海兵隊の撤退」などを求める意見書と決議を「全会一致」で可決したが、自民など１５人は退席した。（岡田玄）
しんぶん赤旗2016年6月8日(水)

元海兵隊員の蛮行糾弾　海兵隊撤退要求　沖縄県民大会名称決まる　那覇市　１９日午後２時から

　沖縄県名護市辺野古の米軍新基地建設に反対する団体などでつくる「辺野古新基地を造らせないオール沖縄会議」は６日、那覇市内で幹事会を開き、１９日に予定している、米軍属による女性遺体遺棄事件に抗議する県民大会の名称を「元海兵隊員による残虐な蛮行を糾弾！　被害者を追悼し、沖縄から海兵隊の撤退を求める県民大会」とすることを決定しました。

　大会は午後２時から。那覇市の奥武山（おうのやま）陸上競技場をメイン会場とすることも決めました。競技場周辺や、近くにある野球場についても活用を検討する予定です。

　「オール沖縄会議」が主催し、大会の趣旨と目的に賛同する全ての団体と個人に共催を呼びかけます。

　大会名称に「海兵隊の撤退」を盛り込んだことについて、稲福弘事務局長は「県民の怒りは頂点に達している。県民の感情により近い大会を開催すべきだと主張がたくさんあり、タイトルを決めた」と説明しました。

「辺野古移設推進変わらず」＝沖縄県議選受け米国務省
　【ワシントン時事】米国務省のトルドー報道部長は６日の記者会見で、沖縄県議選で米軍普天間飛行場（同県宜野湾市）の名護市辺野古移設に反対する勢力が多数を占めたことについて「投票（結果）に関するコメントはしない」と論評を避けた。その上で「普天間移設をめぐる私たちの立場は変わっていない。移設を推進するため、日本政府と引き続き協力していく」と強調した。　（2016/06/07-08:35）
沖縄女性遺棄 　米軍属を再逮捕へ　殺人と強姦致死容疑　
毎日新聞2016年6月8日　02時30分（最終更新　6月8日　02時30分）
　沖縄県うるま市の女性会社員（２０）が遺体で見つかった事件で、県警は９日にも、死体遺棄容疑で逮捕した元米海兵隊員で米軍属のシンザト・ケネフ・フランクリン容疑者（３２）を殺人と強姦（ごうかん）致死の容疑で再逮捕する方針を固めた。捜査関係者への取材で分かった。逮捕当初の供述や遺体の状況などから両容疑に問えると判断した。 
　捜査関係者によると、４月２８日夜、うるま市内をウオーキングしていた女性を襲い、性的暴行を加えた上に刃物で刺すなどして殺害した疑いが持たれている。 
　シンザト容疑者は５月１９日の逮捕当初に「２、３時間前からわいせつ目的で相手を探し、女性を背後から棒で殴った」「草むらで暴行し、刃物で刺して殺害した」「遺体はスーツケースに入れて運んだ」などと供述。遺体は供述に基づいて沖縄県恩納（おんな）村の雑木林で見つかったが、一部が白骨化するなど損傷が激しく、司法解剖で死因は特定されなかった。同２０日以降は黙秘に転じているという。 
　シンザト容疑者の車からは女性の血痕やＤＮＡ型を検出。襲撃に使ったとみられる棒もうるま市内で見つかっている。県警は、性的暴行から殺害に至る一連の行為について、一つの行為が二つ以上の罪名に触れる「観念的競合」に当たるとみて両容疑での立件を決めた。殺意については、胴体部分の骨に刃物によるとみられる傷があるため、強い殺意を持って刺したことが裏付けられるとみている。【尾垣和幸、平川昌範】 
産経新聞2016.6.6 22:58更新 
【沖縄県議選】自民・公明両党、参院選に逆風　沖縄県での協力態勢いまだ進まず

沖縄県議選について、記者の質問に答える翁長雄志知事＝６日未明、那覇市 
　５日に投開票が行われた沖縄県議選で、翁長雄志（おなが・たけし）知事を支持する県政与党が過半数を維持したことは、参院選を前に県内で協力態勢の構築が進まない自民、公明両党にとって逆風となりかねない。沖縄選挙区（改選数１）では、自民党の島尻安伊子沖縄北方担当相が野党統一候補と対決するが、公明党の推薦はまだ決まっていない。同党の党本部と県本部の米軍基地問題をめぐるねじれや、比例票の行方が不透明なことがその背景にある。
　「今回の選挙は自公対民共の構図が明確になっている。自公で連携を強くし、勝利に向かっていきたい」
　安倍晋三首相は６日の政府与党連絡会議で、参院選での自公協力の重要性を訴えた。勝敗の鍵を握る３２の１人区のうち、沖縄は自民党劣勢の筆頭に上がる激戦区。首相の呼びかけは危機感の裏返しといえる。
　にもかかわらず、公明党県本部は島尻氏の推薦に難色を示し、党本部に要請をしていない。米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古への移設をめぐり、同党県本部が移設に反対しているためだ。
　同党本部は連立政権として移設を容認しており、県本部との間では「ねじれ」が生じている。県議選までに島尻氏の推薦を決めれば、移設に反対する県政与党側に矛盾を突かれる危惧があったことから、結論を持ち越していた。
　公明党の山口那津男代表は６日、参院選沖縄選挙区の対応について記者団に「県本部の声は謙虚に受け止め、政府の基本的な政策を理解していただけるよう政府にも促したい」と述べ、慎重な発言に終始した。
　一方、沖縄県内における比例票の行方も混沌（こんとん）としている。自民党側は県内の比例票を公明党に融通し、選挙区で島尻氏の推薦を得る算段だった。だが、自民党本部が同県出身の新人、今井絵理子氏を比例代表で公認したことに、公明党が猛反発した。比例票が今井氏に流れるとの懸念からだ。公明党幹部は「自民党県連は協力に前向きだ。わが党の比例票上積みに何が必要か。県本部は賢明な判断をするはずだ」と話すが、先は見通せていない。
沖縄県議選　民意示したが…深まる溝　政府「辺野古移設変わらない」

　東京新聞　2016年6月7日 朝刊
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　沖縄県議選で翁長知事の支持派が勝利したことで、「基地はいらない」との民意が示されたといえる。だが、安倍政権は県議選翌日も「辺野古移設が唯一の解決策との考えは変わらない」と繰り返した。　（金杉貴雄）

　「県民の誇りをかけて（辺野古への新基地建設を）許さない、という思いが伝わってきた」。翁長氏は六日未明、県議選の結果を受けてこう述べ、基地建設阻止へ民意を得たとの自信を示した。

　県議選前、県議会で知事支持派は半数を一議席上回る程度だった。地域事情から自民党の議席回復が確実だった選挙区もあり、「過半数維持は厳しい」（地元関係者）との見方もあったが、結果として非支持派に六議席の差をつけ、翁長氏の政治基盤は強化された。

　国土面積の０・６％の沖縄に米軍専用施設の７４％が集中する現状に対する県民の怒りが背景にある。米軍属が逮捕された女性遺棄事件を受けて沖縄が安倍政権に改善を求めても変わらぬいらだちもある。

　事件後、翁長氏は安倍晋三首相と会談し、「基地があるがゆえの事件だ」としてオバマ米大統領に直接話す機会を求め、日米地位協定の改定も主張した。しかし、いずれも実現しなかった。

　安倍政権は米軍関係者に特権的な地位が与えられる地位協定に関し、米軍属の一部を地位協定の対象外にするなどの運用改善で対応する方針。しかし、抜本的な改定とは異なり、事件・事故の再発防止への実効性に乏しい。

　安倍政権に綱紀粛正と再発防止を約束した沖縄の米軍では、五日にも米兵の女が酒酔い運転の疑いで逮捕された。米兵の車に衝突された日本人二人が重軽傷を負った。

　首相は六日の政府与党連絡会議で「言語道断だ」と強く非難した。しかし、沖縄県議会は先月、公明党なども賛成して全海兵隊の沖縄撤退を求める決議案を可決。基地建設に反対する沖縄の思いは強まるばかりだ。

　県議選は参院選沖縄選挙区の前哨戦と位置付けられていた。自民党は現職閣僚が三選を目指して出馬予定。移設反対を掲げる無所属新人との事実上の一騎打ちにも影響しそうだ。
しんぶん赤旗2016年6月8日(水)

基地のない沖縄へ　赤嶺議員　県議選で県民後押し　ＢＳ番組

　日本共産党の赤嶺政賢衆院議員は６日のＢＳフジ「プライムニュース」に出演し、翁長雄志知事を支える共産党、社民党など県政与党が２４から２７議席に躍進した沖縄県議選について討論しました。

　自民党の西銘恒三郎衆院議員は「（元海兵隊員の）死体遺棄事件や投票当日の（米兵の）飲酒事故、そんなに影響はないだろうと思ったが、自民の公認系５人が次点で落選した。少しは影響でたのかな」と県民の怒りを無視した発言に終始しました。これには、司会の反町理キャスターも「影響ないと思ってたんですか」とあきれたように問いただしました。

　赤嶺氏は、県政野党の自民党が官邸をあげて過半数獲得にてこ入れしたものの、辺野古の新基地建設絶対阻止の知事がんばれという強い県民の後押しがあってオール沖縄勢力の過半数がかちとられたと指摘。「オール沖縄は、米軍基地の県内移設断念、オスプレイを撤退させる県議会の全会一致が出発点。われわれは原点を取り戻すたたかいをやっている」と述べ、「基地のない沖縄をつくることを日米両政府が決意するべきだ」と強調しました。

